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旧旧 江江 戸戸 川川

事事 業業 再再 評評 価価

平成２５年１月２４日平成２５年１月２４日
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事業再評価の対象事業と対象範囲事業再評価の対象事業と対象範囲

一級河川一級河川 旧江戸川旧江戸川
幹線延長幹線延長 9.25km9.25km
流域面積流域面積 41.82km41.82km22
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治水機能の向上のため早急な対応が必要

高潮と地震に対する治水機能の確保高潮と地震に対する治水機能の確保

事業の目的と必要性について事業の目的と必要性について

結論

地盤沈下による堤防高の不足地盤沈下による堤防高の不足 軟弱な地盤軟弱な地盤

・地震による液状化を伴う堤防・地震による液状化を伴う堤防
および護岸倒壊の解消および護岸倒壊の解消

・堤防および護岸倒壊による地盤・堤防および護岸倒壊による地盤

高が低く満潮時の水面より低い高が低く満潮時の水面より低い

地帯への浸水の危険性を回避地帯への浸水の危険性を回避

・高潮来襲時における波の打上げ・高潮来襲時における波の打上げ
及び越波による被害を軽減･抑制及び越波による被害を軽減･抑制

高潮に対する課題高潮に対する課題 地震に対する課題地震に対する課題課題

目的
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事業内容①事業内容①
《《河川高潮対策事業河川高潮対策事業》》

■■ 緩傾斜堤防の設置緩傾斜堤防の設置 緩やかな斜面造成による波の打上げ軽減緩やかな斜面造成による波の打上げ軽減
■■ 地盤改良地盤改良 堤防の耐震性の向上堤防の耐震性の向上

現 況

整 備 後

整備後イメージ図

浦安市舞浜

H24.10.12撮影
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改善要素２：

豆腐のように
軟弱な地盤

改善要素１：

地盤沈下により堤防高不足

↓通常時の水

面

↓高潮が起きた場合の波

浦安市舞浜

河口から約1km付近
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事業内容②事業内容②
《《都市河川総合整備事業都市河川総合整備事業》》

■■ 護岸の強化護岸の強化
■■ 地盤改良地盤改良

整備イメージ整備イメージ
現 況 整 備 後

堤体強度の向上堤体強度の向上
堤防の耐震性の向上堤防の耐震性の向上

現況で円弧
すべりＯＵＴ

既設堤防 既設堤防

③修景工

②盛土工

緊急船着場

H24.10.12撮影H24.10.12撮影 河口から約8km付近河口から約5km付近
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①地盤改良

市川市広尾（今井橋下流） 市川市本行徳（常盤公園周辺）

事業内容③事業内容③
《《特定地域堤防機能高度化事業特定地域堤防機能高度化事業((休止中休止中))》》

■■高規格堤防（スーパー堤防）の整備高規格堤防（スーパー堤防）の整備 防災機能の向上防災機能の向上
快適な環境の創出快適な環境の創出

現 況 整備イメージ整備イメージ

整 備 後

整備後イメージ図

市川市本行徳

盛土
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舞浜駅舞浜駅 妙見島妙見島

凡例
浸水区域

１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
①事業を巡る社会経済情勢等の変化①事業を巡る社会経済情勢等の変化

首都東京に隣接し、昭和40年代から
埋立て事業を実施。宅地が拡大

密集市街地
事業開始時から人口が微増（約1.1倍）

市街化が進行し、人口資産が流入。
人口が増加し始めた昭和40年代から
比較すると、約2倍の人口となった。

過去過去

現在現在

市街化に伴う人口・資産の集中により市街化に伴う人口・資産の集中により
被災時に甚大な被害が発生被災時に甚大な被害が発生

地形状況社会経済情勢

満潮時の水面より低い地域

旧江戸川旧江戸川

堤内地盤が低い堤内地盤が低い

河口から約河口から約2km2km付近（付近（H24.10.12H24.10.12撮影）撮影）

浦安市堀江
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事業開始（H5年）

現在（H24年）

総便益の算定（Ｂ）
(被害が解消されることによってどれだけの
恩恵を受けるかをお金に換算した結果)

総費用の算定（Ｃ）
（建設費や維持管理費など、事業を行
う為に必要なお金）

※費用対効果（総便益Ｂ/総費用Ｃ）の算定。
※投資した費用に対して得られた効果

・Ｂ/Ｃ＜１：投資結果に見合った経済効果が無い
・Ｂ/Ｃ＝１：投資結果に見合った経済効果を発揮
・Ｂ/Ｃ＞１：更に高い経済効果が発揮される

改修費用の妥当性評価改修費用の妥当性評価

事業の投資効果の検討方法事業の投資効果の検討方法
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果
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事業実施前事業実施前
高潮による浸水区域 地震で堤防･護岸が崩壊した場合の浸水区域

浸水区域 92ha
浸水世帯数 3,584世帯

浸水区域 575ha
浸水世帯数 34,702世帯

浸水区域
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果
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事業実施後事業実施後

浸水被害の解消浸水被害の解消

１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果
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総便益（Ｂ）の算定総便益（Ｂ）の算定
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果

浸水被害の解消浸水被害の解消 （高潮および地震時による堤防・護岸が倒壊した場合（高潮および地震時による堤防・護岸が倒壊した場合
に浸水する被害の解消。）に浸水する被害の解消。）

◆浸水面積◆浸水面積 601601 haha
◆浸水世帯数◆浸水世帯数 34,893 34,893 世帯世帯

浸水被害が解消する。浸水被害が解消する。

総便益の算定総便益の算定

事業完了後、事業完了後、5050年間にわたって治水効果を発揮するものとして、年間にわたって治水効果を発揮するものとして、
その期間の被害軽減額を算出。その期間の被害軽減額を算出。

⇒⇒ 総便益は、総便益は、2,8902,890億円となる。億円となる。
これをこれを※※現在の価値に換算すると、現在の価値に換算すると、1,1411,141億円億円と算出される。と算出される。

※※現在価値とは現在価値とは将来の価値を現在の価値に置き換えたもの将来の価値を現在の価値に置き換えたもの

総便益（Ｂ）総便益（Ｂ）1,1411,141億円億円

総費用（Ｃ）の算定総費用（Ｃ）の算定
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果

これまでの建設費と今後の建設費これまでの建設費と今後の建設費 718718億円億円

（現在の価値（現在の価値 640640億円億円））

＋＋

事業実施中及び事業完了後事業実施中及び事業完了後5050年間にわたる年間にわたる

維持管理費維持管理費 14.714.7億円億円

（現在の価値（現在の価値 99億円億円））

総費用（Ｃ）総費用（Ｃ）649649億円億円

事業に要する総費用は現在の価値で事業に要する総費用は現在の価値で649649億円億円
（＝（＝640640億円＋億円＋99億円）億円）
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費用対効果の検討結果（全体事業）費用対効果の検討結果（全体事業）

※費用対効果（総便益Ｂ/総費用Ｃ）

※投資した費用に対して得られた効果

1,141億円÷649億円＝1.8＞1.0

総便益の算定（Ｂ）

総便益
2,890億円

総費用の算定（Ｃ）

現在価値化
1,141億円

現在価値化
649億円
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
②事業の投資効果②事業の投資効果

総費用
732.7億円

境川

No,0～No.2：今後整備

No.5（見明川左岸）～No.10（堀江ドック）；一部完成
＊1)耐震化護岸は完成。緩傾斜護岸（高潮対策）は未完成。
＊2) No.9＋150付近の30ｍ（堀江排水機場前）は未対策。

No.10～No.11；（堀江ドック）今後整備

No.14＋130～No.15＋70；今後整備

No.17～No.20：今後整備
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各事業の進捗率：事業費比（%）

事業名 進捗状況
（%）

河川高潮整備事業 54.0%

都市河川総合整備事業 8.7%

特定地域堤防機能高度化事業 0.4%

全体 21.0%
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１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
③事業の進捗状況③事業の進捗状況

堤内地の地盤高が低い箇所を堤内地の地盤高が低い箇所を
対象に下流から整備を進める対象に下流から整備を進める
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浦安市舞浜

緩傾斜堤防整備完了

２．事業の進捗の見込みの視点２．事業の進捗の見込みの視点

浦安市堀江

河川高潮整備事業
耐震化護岸：整備完了
緩傾斜堤防：今後整備
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H5年から高潮対策事業を先行して着手し、
H10年からは都市河川総合整備事業に
着手。

用地買収がない。地元市からも強い要望があ
り、今後も事業の進捗が図られる見込みである。

耐震対策の地盤改良工にＴＯＦＴ工法を採用

地盤改良工
（従来工法）

地盤改良工
（ＴＯＦＴ工法
）

約５０％の
コスト縮減

平面図

断面図

平面図

断面図

３．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点３．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
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・地盤改良にTOFT工法（格子状改良）を採用しコスト縮減を図っている
・今後も引き続き、新工法等の適用を検討し、コスト縮減に努める
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対応方針（案）対応方針（案）
１．事業の必要性等に関する視点１．事業の必要性等に関する視点
①事業を巡る社会経済情勢等の変化①事業を巡る社会経済情勢等の変化
・背後地がゼロメートル地帯であり大規模浸水の危険性が高い・背後地がゼロメートル地帯であり大規模浸水の危険性が高い
・市街化の進行に伴う人口・資産が集中しており、被災時に甚大な被害が発生・市街化の進行に伴う人口・資産が集中しており、被災時に甚大な被害が発生

②事業の投資効果②事業の投資効果
《《各事業の費用対効果各事業の費用対効果》》
■■B/C=1.8B/C=1.8＞＞11
投資結果よりも高い経済効果が発揮される投資結果よりも高い経済効果が発揮される

③事業の進捗状況③事業の進捗状況
■河川高潮整備事業■河川高潮整備事業 ５４．０％５４．０％
■都市河川総合整備事業■都市河川総合整備事業 ８．７％８．７％
■特定地域堤防機能高度化事業■特定地域堤防機能高度化事業((休止中休止中)) ０．４％０．４％
■全体■全体 ２１．０％２１．０％
２．事業の進捗の見込みの視点２．事業の進捗の見込みの視点

・・用地買収がない用地買収がない
・地元市からも強い要望があり、今後も事業の進捗が図られる見込みである・地元市からも強い要望があり、今後も事業の進捗が図られる見込みである
・・特定地域堤防機能高度化事業特定地域堤防機能高度化事業((スーパー堤防スーパー堤防))は、事業実施の優先順位を勘案し、は、事業実施の優先順位を勘案し、

市のまちづくり事業等との連携により事業を進める市のまちづくり事業等との連携により事業を進める

３．コスト縮減や代替案立案の可能性の視点３．コスト縮減や代替案立案の可能性の視点
・地盤改良に・地盤改良にTOFTTOFT工法（格子状改良）を採用しコスト縮減を図っている工法（格子状改良）を採用しコスト縮減を図っている
・今後も引き続き、新工法等の適用を検討し、コスト縮減に努める・今後も引き続き、新工法等の適用を検討し、コスト縮減に努める

⇒⇒ 事業を事業を「継続」「継続」し、計画的に事業の推進を図るし、計画的に事業の推進を図る 17

堤内地の地盤高が低い堤内地の地盤高が低い
箇所を対象に下流から箇所を対象に下流から
整備を進める整備を進める


